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はじめに

新型コロナウイルス（COVID-19）感染症は、人々の健康、経済に大きな
ダメージを与え、大きな社会変化をもたらそうとしている。
持続可能な社会実現に向けた地球温暖化対策などの大型投資を行うこと
で、コロナ禍後の経済復興と持続可能な社会への転換の両立を目指すこと
の重要性が世界的に高まっており、日本も2020年10月に2050年カーボン
ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言している。
バイオ技術やバイオ資源を活用したものづくり“バイオものづくり”は、カーボン
ニュートラル・カーボンネガティブの点からも大きく貢献が期待されている。
本レポートでは、 “バイオものづくり”の環境への貢献度に対する理解の状況
や社会実装や普及のための現状と課題についてファクト分析を行い、バイオ
製品の普及に向けた課題を分析し、課題解決に向けた考察を行う。



TSC  Bioeconomy Unit

2

目次

1. “バイオ”への期待
2. “バイオ”の環境貢献度の可視化状況（LCA）
3. 環境・エネルギーに貢献する“バイオ製品”の普及に向けて

3.1. バイオものづくりにおけるコスト高要因の分析
3.2. 安価・安定的な原料入手の観点からの考察
3.3. 生産技術の課題の観点からの考察
3.4. ターゲット市場領域の観点からの考察
3.5. 継続的なバイオ産業化の観点からの考察

4. バイオ製品普及に対する各国の取り組み状況
5. おわりに



TSC  Bioeconomy Unit

3

1. “バイオ”への期待

「デジタル」と「バイオ」は、第４次産業革命において重要な役割を演じ、豊かな社会や持続
可能な社会の実現につながることが期待されており、世界各国が“バイオエコノミー*”の実現
を目標に掲げた国家戦略を策定して推進（日本もバイオ戦略2019/2020を展開）。
健康・医療・生活に加えて、環境調和・融和型（Nature-based）の循環型社会形成に
向けてバイオへの期待が高まっている。

AIと生物工学は歴史上の
何よりも世界を変えるだろう
“We still have some choice about what 
kind of impact AI and bioengineering 
engineering will have on the world, but 
they will change the world, maybe more 
than anything that happened previously 
in history.”Yuval Harari

21世紀は、デジタルとバイオが注目される
ともに指数的な成長を示しており、
第4次産業革命につながる（WEF)

世界各国もバイオエコノミー振興に力をいれている

出所：ハラリ氏公式ホームページ
（21 Lessons for the 21st Century）

出所：World Economic Forumホームページ
（WEF報告書2017,2019）

＊バイオエコノミー：バイオマスやバイオテクノロジーの活用により気候変動等の地球規模
の問題を解決し、長期的に持続可能な成長をめざす概念
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2. “バイオ”の環境貢献度の可視化状況（LCA）

環境影響を可視化する取り組みとして、Life Cycle Assessment（LCA）の報告例が
増加、特に“バイオ”については、2010年以降急加速、関心が高まっている。
“バイオ”については、コスト指標の分析が大半で、評価項目の選定にばらつきもみられるが、
社会的評価も含めた環境影響評価に関する報告参考(1)が増加傾向（バイオ産業に重要）。

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

1990 1993 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020

life cycle assessment or environmental impact ×bio- ×bio-based-

Life Cycle Assessment関連の論文数

出所：PubMedにて検索結果を基にNEDO技術戦略研究センター作成

件
数

件
数



TSC  Bioeconomy Unit

5

参考（1）社会的評価も含めたLCA

コスト指標の分析に加え、「社会」「経済」「環境」の複合的な評価報告事例が出始めている。
バイオ製品のLCA評価をさらにグローバルな評価指標へと深化させるためには、社会的影響を
分析するツール「社会的評価（S-LCA SIA）」を取り入れることが重要。

出所：Thermochemical processing of woody biomass: A review 
focused on energy-driven applications and catalytic upgrading

持続可能性評価の側面

グローバルな持続可能性

社会

経済

環境

社会＋経済

環境＋経済

社会＋環境

持続可能性の側面 持続可能性の側面

木質バイオマスのLCA評価例

＊LCC(Life cycle costing):ライフサイクルコスト
＊E-LCA(Environmental Life Cycle Assessment):環境ライフサイクルアセスメント
＊S-LCA(Social Life Cycle Assessment):社会的評価
＊SIA(Social Impact Assessment):社会的影響評価

バイオマス 生産物
持続可能性の側面

経済 環境 社会
ポプラ 水素 LCC＊ E-LCA＊ S-LCA＊

森林バイオマス オキシメチレンエーテル コスト指標 E-LCA＊ SIA* 
木材 メタノール コスト指標 CO2排出量 －

木質チップ
・エタノール
・高級アルコール
・熱
・電気

コスト指標 － －

木材 メタン コスト指標 － －
ポプラ木質チップ エタノール － E-LCA＊ －
ポプラ木材チップ エタノール コスト指標 － －

木材 ・ジメチルエーテル
・メタノール コスト指標 － －

木材 合成天然ガス コスト指標 － －

ハイブリッド
ポプラ材

・エタノール
・高級混合アルコール
・熱
・電気

コスト指標 － －
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3. 環境・エネルギーに貢献する“バイオ製品”の普及に向けて

前章にて、環境・エネルギー分野での“バイオ”の貢献における社会的意義
（環境影響度）についての文献分析により、可視化の状況や“バイオ”に
対する関心の高まりを示した。

本章では、環境・エネルギーに貢献する“バイオ製品”の普及において大きな
課題になるコストについて、プロセスフローにおけるバイオ製品のコスト構造の
分析を実施して、課題の可視化を行う。
バイオ製品のコスト負荷要因において、原料の安価・安定的な入手、生産
技術（バイオ合成やバイオプロセスの生産性、ダウンストリーム技術）に改善
が必要と考えられることから、課題を整理するとともに課題を解決するための
切り口についてまとめる。
さらに、バイオ製品の市場導入のために、“バイオ”の特徴を活かしたターゲット
市場領域の選定の重要性について考察し、環境・エネルギー分野に貢献す
るために、規模感を伴った産業創出や産業持続性の観点から“連携・地域
産業共生圏”などの事例を考察する。
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3.1.バイオものづくりにおけるコスト高要因の分析

化学合成とバイオ合成プロセスの比較を実施 ⇒ 安価・安定的な原料入手や生産技術の
課題（バイオ合成・生産プロセスの効率、ダウンストリーム負荷）などにコスト高の要因あり。
“バイオ”の特徴を活かしたターゲット市場の選定が重要。

農林水産業
材料

廃棄物
活用

原料
糖・脂質・炭
化水素・アル
コール・還元
性無機・光

など
バイオ合成
微生物・植

物・動物（哺
乳類・昆虫）

分離精製 製品

廃水
廃棄物

原料
化学品石化資源

化学合成 分離精製 製品

廃水
廃棄物

原料
化学品石化資源

【バイオ合成プロセス】

【化学合成プロセス】

嵩高い
偏在化

石化原料利用：×カーボンニュートラル

原料高

低濃度
水溶液

廃水多
高BOD

常温・常圧
高選択性

高温・高圧
低選択性

排熱活用など
大規模化による

効率化可能

溶剤系・高濃度
比較的回収が容易

毒性成分
副生物

廃水少

毒性・
難分解
廃棄物

含酸素
窒素化合物

石化原料利用：CCSなどカーボンニュートラル化必要
石化原料から多種・安価なものが入手可 多様な構造の

化合物

再生
可能
原料

化学合
成でさら
に変換

コスト高（デメリット）要因
それぞれの合成法のメリット要因

水溶液
からの回収
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3.2. 安価・安定的な原料入手の観点からの考察

バイオ製品の原料面での課題整理
バイオマス原料は、嵩高く、水分を多量に含み移動コストが課題。参考(2)

国内に賦存するバイオマスは、一定の規模感で存在するものの偏在してい
ることもあり、焼却処理の割合が高い（収集・移動コストが課題）。参考(3)

直接原料となる糖類は、輸入時に糖価調整制度参考(4)の対象。

課題解決の切り口
低コストで移動可能な流通形態やオンサイトでの活用（地産地消）
国内に賦存するバイオマス（、都市ゴミなども含めた廃棄物）の徹底的な
有効利用による資源循環を考慮した産業化（及び、産業化を可能とす
る技術開発）
技術を軸とした国際連携（バイオマス資源国など）
食糧生産との非競合や地域の特性を考慮した上での効率的なバイオマス
増産（ゲノム編集等を用いた技術開発を含む）
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参考（2）バイオマス原料の調達／輸送の課題

嵩高く、水分等不要含量が多いバイオマスは輸送コスト（CO2排出量）が課題であり、
経済合理的に輸送可能なバイオマスの存在量に応じて設備規模が決まる。
一方、分散型生産システムの観点からはメリットとなり得る（規模の事業適正は要検討）。

図1：原料グルコース輸送によるCO2排出量の比較
（例：1,4-ブタンジオール（14BDO））

出所：NEDO成果報告書「スマートセルによる物質生産分野に係る環境・経済への波及効果分析及び関連技術動向調査」を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）

＜ケース③：ブラジルで製造・出荷⇒日本国内輸送）＞
＜ケース④：ケース③でコンテナ船（4千TEU以上）＞

＜ケース②：国内製造・出荷）＞

原料グルコースの輸送について、原料産地からの輸送シナリオを想定し、輸送に係るCO2排出量を推計
輸送距離の増加はCO2排出量に影響し、最大（ケース③）でライフサイクルトータルのCO2排出量が約4割増加（図1）

＜ケース①：中国で製造・出荷  
⇒日本国内輸送＞

ライフサイクルトータルで
37％増加

原料グルコースの輸送によるCO2排出量の比較（コスト代替指標として）

原料産地からの輸送シナリオ

注：TEU（Twenty-foot Equivalent Unit、20フィートコンテナ換算）
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参考（3）原料化可能な資源の賦存量

賦存バイオマスは、汎用品の原料とするには規模が小さく偏在。⇒ 現状、熱回収などに活用
賦存バイオマス（廃棄物 「畜産、活性汚泥、食品系」）や未活用バイオマス（林業資源、
ブルーカーボンなど）の徹底活用と原料用バイオマスの生産がカギか。

湿潤重量 炭素換算値 割合 利用量 利用率 備考

家畜排泄物 4,249,515 360,120 47 360,120 100
メタン発酵や廃棄物からの生分解性
ポリマーの生産などの研究事例が多
数報告

集落排水汚泥 1,485 143 0 127 89 メタン発酵事例あり

食品廃棄物 264,325 11,683 2 11,678 100 自治体等でのメタン発酵事例あり

製材工場等残林 439,763 113,899 15 102,930 90 前処理・糖化技術、収集コスト課題

建設発生木材 78,000 34,300 5 32,100 94 前処理・糖化技術、収集コスト課題

農作物非食用部 168,803 48,327 6 45,883 95 SIP２などで検討中

林地残材 770,560 199,575 26 0 0 前処理・糖化技術、収集コスト課題

合計 5,972,451 768,047 100 552,838 72

ブルーカーボン 4,400（乾燥重量) 1,400 － 収集コスト、糖組成などの課題

廃プラスチック 9,400,000 8,100,000 － 6,600,000 82 化石燃料由来が主,熱回収利用
57%．炭素換算はポリオレフィンがメインと想定

生活系ゴミ 92,894,000

（単位：トン/年，%）

出所：「バイオマスの活用の推進（バイオマス賦存量と利用）」（農水省）、「マテリアルリサイクルによる天然資源消費量と環境負荷の削減に向けて」（環境省）などを基に
NEDO技術戦略研究センター作成（2020）
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参考（4）糖価調整制度の例

バイオ製品の原料となる砂糖やでん粉（ぶどう糖溶液含む）の国内価格には、国内の製糖、
でん粉産業保護の観点から「糖価調整制度」が存在（下図参照）。
対象とならない国内の非可食原料は、安価・安定的な流通量が限られている状況。

砂糖及びでん粉について、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」に基づき、諸外国との生産条
件の格差から生ずる不利を補正するため、安価な輸入品から徴収した調整金を主たる財源として、国
産品の生産者及び製造事業者に対し、国産品の生産・製造コストと販売額との差額相当の交付金を
交付する価格調整制度。

糖価調整制度の概要

出所：「令和2砂糖年度・令和2でん粉年度における価格調整制度の各種指標の決定等について（令和2年9月15日農林水産省プレスリリース）」及び
「甘味資源部会 令和2年度第1回（令和2年9月11日）資料３:砂糖及びでん粉をめぐる現状と課題について（令和２年９月農林水産省）」

輸入精製糖、輸入粗糖、国内産糖の
全体像
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3.3. 生産技術の課題の観点からの考察

生産技術の観点からの課題整理
バイオ合成は一般に、反応速度や触媒回転数が低く、また、水溶液中で
の反応でありターゲットの溶解度や生体毒性の影響を受けやすい。参考(5)

また、水溶媒からの分離回収負荷が高く、さらに、生産工程から発生する
多量の廃水処理が必要参考(6)である。
反応プロセスは、一般に通気攪拌型の反応槽が用いられ、バッチ反応が
多いため釜効率が高くなく、上記全てがコストアップの要因となる。

課題解決の切り口
バイオ合成触媒や生産菌のさらなる性能向上
（例:データ駆動型の合成生物・合成酵素開発、新規生産経路設計）
“選択性が高い”という特徴を活かした適切なターゲットの選定参考(7)

分離回収（ダウンストリームとのマッチング）をあらかじめ考慮した上での
生産技術開発（例:誘導体化によるターゲット形態の選択参考(8) ）
低コスト化のためのエンジニアリング技術開発（例:連続反応化などによる
釜効率の改善）や効率的な低コスト廃水処理技術開発
（バイオものづくりのLCA改善につながる）参考(9)

成功事例に学ぶ参考(11)(12)(13)
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参考（5）生産技術の課題の観点からの考察

バイオ合成は、一般に、高選択性のバイオ触媒を用いて、水溶液中で、常温常圧のマイルド
な条件で反応を行う、という特徴に由来するメリットとデメリットがある。

⇒メリットを生かし、デメリットを補完する技術開発が重要。

【一般的な発酵槽】

• 好気反応は，酸素を溶解させる攪拌機が必要
→ 攪拌機コスト（CAPEX）、動力コスト

（OPEX）負担が高い
• 連続反応に適していない
→ 釜効率やダウンストリームとの適合性からは連続

反応が適切

反応プロセスは、通気攪拌型リアクターが主流

メリット デメリット
• 水溶液での反応、生体触媒利用、天然原料

→ 毒性物質や危険物を使用しない
• 常温常圧での反応

→ 環境調和型、大規模化を要しない（熱回収、
高圧対応など）

• 選択性が高い
→ バイオならではの骨格、副生物が少ない

• 水溶液での反応が一般的
→ 分離精製負荷が高い

• 反応速度が遅い（アレニウス原理）
→ 反応時間が長い（釜効率が悪い）

• 蓄積濃度が低い（生体毒性、溶解度、塩濃度
などの影響）
→ 釜効率が悪い、分離精製負荷が高い
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参考（6）ダウンストリームプロセスでの現状と課題

バイオ合成は、通常、水溶媒で反応させることから分離精製負荷が高い（コストアップ要因）。
濃縮／蒸留工程：水の比熱が高いため有機溶媒に比べてエネルギー消費大
晶析工程：多くの廃水が発生、回収工程を加える必要も多い
抽出工程：回収工程を加えると、多くの廃水が発生、エネルギー消費大
中程度のBOD含有の多量の廃水が発生（難分解性物質の含有は比較的少ない）。

コハク酸のケース
10,000T/Y生産時の

マスフローとして算出（kg/hr）

化学合成法

水素化工程

水和工程

晶析工程

製品コハク酸

原料

水

水

廃水

1,800

1,900

バイオ合成法

発酵工程

原料 水

遠心分離工程

濃縮工程

晶析工程

製品コハク酸

水

廃棄物

廃水

26,000

プロセス水
23,000

2,000

5,300

廃菌体

晶析工程効率化
のため濃縮

濃縮しても
廃水量多い

出所：NEDO成果報告書「スマートセルによる物質生産分野に係る環境・経済への波及効果分析及び関連技術動向調査」を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）
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参考（7）データ駆動型のターゲット選定

酵素反応の選択性や代謝分子の特徴を活かしたターゲットの選定が重要。
バイオならではの化合物骨格による差異化や、バイオマス原料に含まれる化合物中に存在
する酸素や窒素を有効活用することにより、原料原単位を改善。

バイオ合成反応の技術検証には比較的時間がかかるため、所望の物性を示す分子構造を
あらかじめ設計するデータ駆動型技術（マテリアルインフォマティクス）は極めて有効。

出所：第二期SIP スマートバイオ産業・農業基盤技術

Output
高機能ポリマー

Output
バイオ合成可能な

モノマー

Output
代謝経路・
高活性酵素

Input
所望の

ポリマー特性

ポリマー物性予測/
設計技術 バイオモノマー効率生産技術

高耐熱/高剛性ポリマー
ゴム・エラストマー
生分解性制御ポリマー

Input

マテリアルデータ、バイオデータを駆使して所望のポリマーを設計
理化学研究所 中嶋氏をリーダーとした研究コンソーシアム

SIP 革新的構造材料研究

米国動向：マテリアル・ゲノム・イニシアチブ 材料科学にコンピュータを徹底的に活用して新しいマテリアルを2倍の速度
で開発する目標で、2011年にホワイトハウスがプロジェクトを立ち上げ（>250M＄）

（2016年以降目立った動きはない模様）

出所：科学技術振興機構 戦略的イノベーションプログラム（SIP）「革新的構造材料」
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参考（8）反応効率向上や分離回収の容易化

ターゲットを誘導体化して生産することやガス状化合物として生産することによる反応効率の
向上や分離回収の容易化などが有用（ダウンストリーム負荷低減）。

エステル化 配糖体化 の例 ガス状のイソブテンの生産例

出所：バイオガス事業推進協議会 バイオガス事業の栞

出所：Global Bioenergy社ホームページ

メタン発酵、水素発酵の例

出所：Bioderivatization as a concept for renewable production of chemicals 
that are toxic or poorly soluble in the liquid phase. (PNAS. 2020)
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参考（9）生産プロセスエンジニアリングや廃水処理高度化

バイオ合成によるものづくりを効率化させる生産プロセス・エンジニアリング開発や分離精製、
廃水処理技術の高度化によるトータルコスト低減が重要。

培養物

廃水、廃棄物
（回収、再利用、処理）

製品培養 菌体分離 濃縮・粗分画 精製

生産物の物性に最適化
菌体分離装置

・培養と生産物分離（蒸留、膜分
離）を同時に行うシステム開発

遠心分離

精密ろ過

沈降分離 蒸留

溶媒抽出

限外ろ過

結晶化（晶析）

クロマトグラフィー

アフィニティー精製

膜分離

出所：各種公開資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）

＜バイオプロダクツの分離精製の技術開発例＞

Bubble Column 
reactorの適用例報告

も増加

出所：大阪工業大学/工学部 生命工学科 長森准教授

＜培養装置の技術開発例＞

砕かれ
た泡

従来
生
産
物

培
地

菌体
返送

次世代容器

੔
ഈ
ಞ
౫
ણ
৷大きい泡

攪拌による均一維持と泡破砕
設備管理難（ﾊﾞﾙﾌﾞだらけ）

壁面からも
O2供給

攪拌レスの先端技
術活用型システム

O2
O2
O2

O2
O2
O2

低圧で作動する微細泡
発生器(大面積)

ゼロベースで考える次世代型培養槽の実証（省エネ、低コストで多品目・多様な量を、素早く、安全に）
各種プロセスを効率化可能な先端操作

・省エネ（攪拌レス）
・十分なkLa
・高C*
・不均一レス
・放熱〇
・クリアランス容易
・管理作業容易

・連続化による生産効率向上
・生産規模可変
を実現するための装置＆操作上の仕組み

ナノセラミック膜（日本ガイシ）

ナノ分離膜（ダイセル・エボニック）
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参考（10）バイオマス・廃棄物資源の徹底的な活用

出所：アグリバイオ・化学システム 研究代表 九州大学 林潤一郎教授

地域アグリ
バイオ資源

水で
すべて
取り出し
機能化
する

殺菌・抗菌・高ウィルス
抗酸化・抗UV

（癒し, 認知症改善）

魚養殖
用飼料

キシロオリゴ糖

C5単糖
カルボン酸

セルロース

リグニン (L)

シリカ (S)

L/Sコンポジット

イソプレノイド
秋田県

横手地域

機能性食品

システム内有効利用

C6単糖

ナノセルロース
レボグル
コセノン

リグニンモノマー

CNF

環境材料
農業資材
医薬品

ハードカーボン 電池/ｷｬﾊﾟｼﾀ材料

ｺﾛｲﾀﾞﾙｼﾘｶ
樹脂添加剤
ｺｰﾃｨﾝｸﾞ材

機能性油脂
化粧品

シュガー
エステル

香り機能つきヘルスケア製品

L/S複合材 光学石英高純度ｼﾘｶ

グリーン樹脂などの多様な化学品

農林水産資源の非可食部を徹底的に活用するスケールアウト技術

出所：農水省農林水産研究イノベーション戦略2020、積水化学工業リリース

国内に賦存するバイオマス（、及び廃棄物）の徹底活用のための技術開発の事例
（非可食農業廃棄物のカスケード利用や廃棄物からのエタノール生産など）
バイオ製品用バイオ原料の生産技術開発事例
（ゲノム編集などによる早生植物／燃料作物開発・ブルーカーボン活用など）
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参考（11）成功事例に学ぶ：生産経路設計（バイオコハク酸の例）

反応時にCO2を取り込む生産経路を設計することにより原料理論収率が優位になることで
設備コスト高が吸収され、トータルコストは化学法を凌駕。

バイオ合成法 化学合成法

バイオ合成法 化学合成法
131.6 変動費 165.2
104.4 原料 158.8
27.3 用役 6.4
-0.1 副生物控除 0

148.3 固定費 134.8
59.8 通常運転 59.8
13.8 メンテナンス 13.8
49.2 一般管理費 48.5
25.5 減価償却 21.8

279.9 合計 309.0

キャパシティー：10,000T/Y (¥/kg）

出所：NEDO成果報告書：「スマートセルによる物質生産分野
に係る環境・経済への波及効果分析及び関連技術動向調査」

生体分子で比較的作りやすい
途中でCを1つ取込むため糖の原料
原単位が良い
設備投資額は若干高い
冷却のための用役費高い

が、比例費優位のインパクトが高く、化
学法（石化原料）に比べて安価

糖類生産

糖 類糖 類

CO2

有機酸を作り出す
代謝経路

CO2

コハク酸

糖を変形する
代謝経路

ピルビン
酸

オキサロ
酢酸

リンゴ
酸

フマル
酸

C3

C4

C6

ガス石油石炭

コンプレックス

無水マレイン酸無水マレイン酸

ブタンブタン

コハク酸コハク酸

ベンゼンベンゼン

水素化

水和

晶析

H2
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参考（12）成功事例に学ぶ：生産経路設計・ターゲット選定

味の素やCargillは、代謝設計技術を活用して、新規ルートによる差異化で事業化を達成。
スパイバーは、世界初のタンパク質ベースの素材をテキスタイルや自動車等の構造材へ展開。
事例①：味の素（日本）

Innovative metabolic pathway design for efficient L-
glutamate production by suppressing CO2 emission. 
J. Biosci. Bioeng. (2007)

新規代謝経路利用による収率向上

アミノ酸発酵生産プロセス
事例③：スパイバー（日本）

クモ糸繊維と他材料との比較

高性能タンパク質
素材デザイン

プラットフォーム

構造タンパク質素材を用いた
アウトドアジャケット

発酵量産プラントをタイに建設
（米国でも現地ADM社との合弁

プラントを建設予定）

事例②:Cargill（米国）
バイオベースアクリル酸

Cargill 新ルート
(US7700319）

DuPont 旧ルート
(US6,852,517）

BASF, Cargill, Novozymes 連携にて事業化

出所：各種参考資料[基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020） スパイバー社ホームページ
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参考（13）成功事例に学ぶ：触媒の高性能化、ダウンストリームの負荷低減

高性能触媒（選択性、添加率、生成物耐性）と生体触媒を有効に活用した製造プロセス
エンジニアリングにより、化学法を凌駕するプロセスイノベーションを達成。

アクリルアミドのポリマーは水処理用凝集剤、石油回収剤、
紙力増強剤 など需要拡大

0

2
3
4

1 電力

CO
2

放
出

量
（

kg
-C

O
2/

 k
g-

AA
M

）

出所:環境情報科学（1996）

バイオ法
第一世代

バイオ法
第三世代化学法

原料

蒸気

水和反応
at 常温/常圧

触媒分離

アクリルアミド

アクリロニトリル H2O アクリロニトリル H2O

脱酸素

触媒分離

水和反応
at 高温/高圧

濃縮

銅イオン除去

バイオ合成法 化学合成法

アクリルアミド

脱色

アクリロニトリル
回収

触媒回収
2015年
98万トン

化学法
30%

バイオ法
70%

工業用アクリルアミドの流通形態は、
50%水溶液が主流

バイオ合成法で50%以上の
生成物濃度を達成できた点が重要
→濃縮不要（省エネルギー化）
＊化学法大規模プラントでは、廃熱利用など効率的に設計、低コスト化が可能だが、

水溶液流通形態は、輸送コストが問題となり、オンサイト化ニーズが増加

出所：第3回 産業構造審議会 商務流通情報分科会 バイオ小委員会 資料
製法による生産時CO2放出量比較
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3.4. ターゲット市場領域の観点からの考察

ターゲット市場領域の観点からの課題整理参考(14)

燃料やエネルギー分野での活用では圧倒的にバイオマス原料が不足。
汎用化学品への活用も多くの品種を対象とするには現状の国内バイオマス
原料では不足。
高付加価値品への活用は、バイオマス原料からの制約は少なく、日本の強
みを活かせる分野。しかし環境へのインパクト（貢献）を考慮するとミドル
マス以上も対象とすべき。

課題解決の切り口
産業・市場規模と環境へのインパクトを考慮すると、ポリマーやプラスチック
などの分野は適切なターゲット領域と考えられる。参考(15)

高付加価値品の事例としては、川下産業の強みから、自動車材料（ガラ
ス代替光学樹脂、モーター・電池材料）などでのバイオベースポリマー活用
が想定される。
国主導で、インパクトを示すことができるようなフラッグシップターゲットを設定
し、バイオマス原料からのチェーンを構築・量産化効果を得ることができるプ
ラットフォーム形成の実証事例を示すことも重要ではないか。
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参考（14）対象候補化学品マップ

出所：財務省貿易統計2019年度データを基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）

化学品の価格と規模について

ペニシリン

プロピレン
メタクリル酸

アクリル酸
グルタミン酸

高密度
ポリエチレン
エタノールエチレン

PP

低密度
ポリエチレン

ポリ乳酸
バイオ

ポリエチレンバイオ
ディーゼルイソブタノール

10,000 100,0001,000
輸入数量（トン）

10,000

1,000

100

単
価

（
円

/k
g）

汎用化学品ミドルマス化学品高機能化学品

生分解性プラスチック

高機能化学品
（ポリマー） バイオプラスチック

生分解性プラスチック

高機能化学品

実線は製品、破線は領域

高機能化学品は
日本の強みが活かせる分野

環境・エネルギーへの貢献を考慮すると規模感も重要
（しかし、国内賦存のバイオマス資源では不足）
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参考（15）産業界の取組や研究事例

出所：産業競争力懇談会 COCN 推進テーマ「デジタル・バイオエコノミーの実現に向けて」最終報告書

モーター・電池材料の研究開発例示
内閣府第2期SIPスマートバイオ産業・農業基盤技術（微生物由
来の芳香族バイオマスを用いた高機能性マテリアルの製造）
微生物生産した芳香族化合物を用いて、Liイオン伝導性PBI二次

電池、超高耐熱性PBI電線被覆、高機能性複合材料等を開発

出所：東京大学プレスリリース、農研機構生物系特定産業技術研究支援センターHP

出所：東京大学大学院農学生命科学研究科 岩田研HP

図1 高耐熱性固定化酵素内包ポリ乳酸の作製と分解模式図

図2 酵素内包ポリ乳酸フィルムの水環境下での生分解試験

分解開始スイッチ機能を有する酵素内包生分解性プラスチックの開発

試薬（石化品）由来

バイオ由来

Ami-PBI

N

N
H

O

H
N

ｍ
n

m/n = 85/15

フラッグシップターゲット：バイオマス資源の有効活用の観点からは、酸素・窒素
含有化合物が原料原単位において有利
ポリエステル、アクリル、ポリアミド、ウレタンなどの原料用モノマーなど
（競争領域の正当な競争を阻害しない配慮が必要）

生分解性プラスチックや機能性バイオ化学品（例えば、電池材料やモーター部材など）への
産業界の参入ニーズは高く、アカデミアでも基盤的技術開発が積極的に行われている。

生分解性ポリマーの研究開発例示
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3.5.継続的なバイオ産業化の観点からの考察

継続的なバイオ産業化の観点からの考察
バイオ製品の産業化を加速するためには、環境に加え、社会への貢献の
観点から評価（社会的評価）し、共通理解の上で推進することが重要。
輸送コストが課題のバイオマス資源を環境・エネルギーへ貢献する分野で
活用するためには、できる限り輸送を避けた、地域共生型の産業都市
（バイオマスタウン）の形成及びクラスター化／グリッド化が有効ではないか。
その際に技術の核となる研究開発拠点（連携ラボ・バイオファウンドリ）も
競争力強化や人材育成に重要ではないか。
バイオ製品産業自体で経済合理性を確保することが前提ではあるが、
地域の持続的な一次生産、再生エネルギー活用、資源循環、さらに雇用
創出も併せて地域共生圏構築というグランドデザインのもとでの取り組みと
いう方策も有効ではないか。

継続的なバイオ産業化の観点での参考事例
産業共生の事例（デンマーク，カルンボ-市）や、エネルギーや交通などを
総合的に実施する地域公共サービス（ドイツ, シュタットベルケ）参考(16)

官民連携共同プロジェクトの事例
（米国：Farm to Fly, バイオジェット燃料実用化をめざすプログラム）参考(17)
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参考（16）制度設計（地域共生圏）の事例

企業や自治体、市民参加による産業共生都市（産業、エネルギー、交通等の社会インフラ
連携）の事例は、日本での実施においても参考になる。

デンマーク カルンボー市のSynbiosiscenterの例 ドイツ シュタットベルケの例

シュタットベルケ：エネル
ギーを中心とした地域公
共サービスを担う公的な
会社、ドイツ国内に900
社以上存在し、ドイツの
民間4大大手エネルギー
会社の売上合計を上回
るシェアを握る

出所：Wiener Stadtwerke Sustainable report

産業共生発祥の地（40年前から）、工場と都市が共存、火力発電所（バイオマ
ス）を中心に広がり、パイプラインを通して、エネルギーや水を共有、廃水の共同処
理などGHG削減に大きく寄与

出所：http://www.symbiosis.dk/en/
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参考（17）制度設計（官民全体連携）の事例

Coordinated U.S. Agency Efforts Across the Supply Chain

出所：
CAAFIホームページ

CAAFI（Commercial Aviation Alternative Fuels Initiative ）:代替ジェット燃料実用化を
めざす、官民連携プログラムで、バイオマス増産、ジェット燃料生産、安全性確認、規格化等のサプライ
チェーン全体を対象に、技術開発から社会実装まで、政府機関と民間が連携して取り組んでいる。
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4. バイオ製品普及に対する各国の取り組み状況

研究開発から製品の市場での普及まで、バイオエコノミーを促進するために政策的に措置。参考(13)

Push型、Pull型の政策を組み合わせて参考(14) (15)、産業競争力を上げ、産業の振興を図る。

出所：Update Report of National Strategies around the World（Bioeconomy Council, 2018） 基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）

バイオ製品
Push要因

<需要喚起>
・意識改革（啓蒙）
・国内外のステークホルダー

とのネットワーク形成
・政府調達、認証制度
- Bio Preferred制度(米）

・税制優遇
- バイオ燃料の物品税優遇による

価格調整(タイ)
・標準化

Pull要因

市場

研究開発

<バイオエコノミーフレンドリー
な枠組み策定>

・規制
- ACEルール(米)
- プラスチック袋有料化(欧州）
- 使い捨てプラスチック製品
（ストロー等）の販売・提供禁止

(欧州)

＜研究開発支援＞
・ファンディング
・研究インフラ整備
・研究人材育成

<事業化支援>
・技術移転
・事業開発
・起業家への投資
・スケールアップ
- デモプラント・バイオファウンドリの

整備(米・欧州)
- スケールアップに必要な施設整備

のための融資保証制度(米)

事業化
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参考（13）各国の本分野の取り組み状況

環境・エネルギー分野のバイオものづくりに関する政策的取り組みは、バイオエコノミー戦略のもと、個別の
戦術として、まとめられる傾向がある。
欧米や一部のアジア諸国は、各国の特徴・強みを活かした「バイオエコノミー戦略」を策定し、具体的な
施策（参考(14) (15)参照）に着手している。

出所：各国の各戦略を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）

Thailand 4.0（2015）で、将来に向けて競争力強化を図るべき新産業として、バイオ燃料・バイオ
化学を提示し、先進的なバイオエコノミーの発展を掲げた。2017年には、Bioeconomy Roadmap
を発表。サトウキビやキャッサバなど既存の経済作物を使用した高付加価値製品の開発により、産業構
造の高度化を目指す。

The Bioeconomy Initiative：Implementation Framework（2019年）では、国内の豊富
なバイオマス資源を持続的に最大限活用し、安全で信頼性が高く、コスト競争力のあるバイオ燃料とバ
イオ製品の供給を可能とするためのR&D優先領域を設定。

2017年に低炭素化を通じた経済成長を目指す「クリーン成長戦略」、2018年に初のバイオエコノミー
国家戦略（Growing the Bioeconomy）を策定。世界トップクラスのバイオサイエンスを基盤に、食
料、化学物質、素材、エネルギー生産、健康、環境の分野における主要課題に取り組み、2030年ま
でに4,400億ポンドのバイオエコノミーによるインパクト創出を目指す。

化石原料への依存から脱却し、再生可能な原料の生産と活用を基盤とするバイオエコノミーを志向し、
「国家研究戦略バイオエコノミー2030」（2010年）、「国家政策戦略バイオエコノミー」（2013年）、
2020年には新たにNational Bioeconomy Strategyを策定。生物学的資源・プロセス・システムを
あらゆる経済領域に活用すべく、気候・環境・生態系の限界負荷を視野に入れたイノベーションを促進。
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参考（14）各国の本分野の取り組み例 （1）

研究開発と市場のギャップを埋める支援策として、スケールアップ検証のためのデモプラントの建設や
バイオファウンドリを有する研究開発施設の整備が進む。
欧州では、Bio-based Industries Joint Undertaking（BBI JU）から支援を受けている
DEMO/FLAGSHIPプロジェクトが各地で進行中。
米国では、DOEがAgile Biofoundryを設置、バイオ製品が市場に出るまでに要する従来の期間を
半減することを目標に掲げる。

出所：The bio-based industries joint undertaking: A high impact initiative that is transforming the bio-based industries in Europe（2020）

Horizon2020の下、欧州委員会との官民
パートナーシップ（PPP）で民間部門を代表
する組織として設置。バイオベースのバリュー
チェーン全体をカバーする、大企業、中小企
業等のメンバーで構成される。2014年から
2020年の間に37億ユーロを投資。
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参考（15）各国の本分野の取り組み例 （2）

バイオ製品市場の開発・拡大を促進するため、規制や政府調達の政策措置を実施。

Bio-Preferred制度使い捨てプラスチック製品の規制等

１）政府調達
• 連邦政府機関とその請負業者の義務的な

バイオ製品調達制度
• 2018年の農業法改正により、藻類由来の

製品まで適用を拡大

バイオ製品の購入及び使用の
促進を目的とした、
USDA主導のイニシアチブ

２）ラベル認証制度
• 製品のバイオマス度を試験し、基準を満たし

ていれば、ラベルが使用可
• 消費者のバイオ製品の購入を促進

使い捨てプラスチック製品の流通
を2021年までに禁止する法案を
EU理事会が採択(2019年5月)

【イギリス】
使い捨てプラスチック製ストロー、
マドラー、綿棒の供給を禁止する
規制を施行
（2020年10月～）
【ドイツ】
拡大生産者責任（EPR）の観
点から、道路や公園などの清掃
費用について、使い捨てプラスチッ
ク製品のメーカーや流通事業者
にも負担を義務付けた循環経済
法改正案が閣議決定
（2020年2月）
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5. おわりに

環境調和・融和型（Nature-based）の循環型社会形成に向けてバイオ
への期待が高まっているなか、環境エネルギー分野へ貢献するバイオ産業の
現状と課題についてまとめた。
環境影響を可視化する取り組み（LCA）は進んできており、関心の高まりを
示すが、バイオ産業については、さらに社会的影響などについての指標を織り
込んだ共通の物差し（Social-LCA）をつくることが重要と思われる。
米国や欧州は、バイオマス生産と活用を組み合わせたバイオエコノミー戦略を
推進しており、バイオ燃料などの規模を伴った市場分野も狙っている。
日本は、バイオマス原料の量的な制約もあり、独自の戦略をもって推進する
必要があり、バイオ製品の普及に向けて、トータルコストダウンや価値創出など
の、さらなる技術開発や仕組み作りが重要と考えられる。
バイオ産業自体の経済合理性を伴った自立が前提であるが、“環境・エネル
ギーに貢献するバイオ産業”、“持続的な農林水産業（バイオマス原料）”、
“地産地消の再エネ・資源循環（地域共生）”などの、いわば、三本の矢の
取り組みにより、レジリエントで自然共生型の産業振興へつながると思われる。
本レポートにより、脱炭素社会実現に向けて、バイオものづくりに関わる議論
が広く喚起されていくことを期待する。
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